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１．研究目的

1961年１月の日本教職員組合（以下，日教組）

第10次・日本高等学校教職員組合（以下，日高教）

第７次合同教育研究全国集会（以下，10次全国

教研）において，日教組の中央教育課程研究委員

会家庭科部会（以下，中教研家庭科部会）は，の

ちに「中央試案」と呼ばれる家庭科教育の系列統

化の試案「家庭科教育内容の系列をめざして―自

主編成のための試案―」を討議資料「家庭科研究

課題に対する一考察」（日本教職員組合中央教育

課程研究委員会家庭科部会，1961）に発表した。

この「中央試案」は，「労働力再生産の法則を学

習することによって現実の矛盾を発見し，これを

克服する能力を与えようとする構想」（日本教職

員組合編，1966b，p.45）である。「中央試案」は，

日教組の内部でも理論が共有されていなかった廃

止論のくすぶる家庭科に教科論を確立し，教科と

して成立の正当性を訴えるという目的のうえに研

究を重ね構築されたといわれる（福原，1990，

p.105；朴木，1993，pp.96-97）。

ところが，「中央試案」が提出された１年８か

月後には，それまでの教研活動について「あやま

り」があったことを「夏期家庭科研究集会総括」

（日教組婦人部・中央教育課程研究委員会家庭科

部会，1962）において中教研家庭科部会が自ら

指摘するなど，研究方針の転換が図られた。この

方針転換がなされる直前の1962年８月の日教組

第２回夏季教科研究集会（第２回夏季教研）注１）

において，「中央試案」に対する批判を行ったの

が高知短期大学助教授・外崎光広と高知県教組家

庭科研究会の教師たちである。外崎らは，中教研

家庭科部会の一連の研究の誤謬として，「文部省

の中に仕組まれている意図」（日教組婦人部・中

央教育課程研究委員会家庭科部会，1962，p.5）
が十分には認識されておらず，さらに家事処理の

能力が軽視されているといった点を挙げ，中教研

家庭科部会のメンバーを含む参会者から「大きく

注目され」（朴木，1993，p.102）たことが指摘

されている。

しかしながら「中央試案」を批判した外崎と高

知県の教師たちの所論については，1960年代に

おける日教組の家庭科教育研究に関する先行研究

では十分には検討されていない注２）。

福原（1990）は「中央試案」の形成と撤回の

過程を授業実践とともに描いているが，「中央試

案」の検証を目的とした岩手県の教師たちによる

実践を主たる分析の対象としたものである。また

増田（2014）による研究は，家庭科教師が「中

央試案」をトリガーとして家庭における再生産と

いう機能を学校教育において扱うことの困難に直
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表１　中教研家庭科部会資料一覧（1959 ～ 1966年）

No. 年 月 表　　題１ 発行者・編集者２ 種別３

1

1959

1 『家庭科のあり方』について—一年間の継続研究のまとめとして— 日本教職員組合教文部・婦人部 討

2 ７
昭和丗四年度の家庭科研究会の研究内容・方法・体制についての
問題提起

日本教職員組合教文部・婦人部 討

3 7 家庭科教育研究のために 日本教職員組合婦人部 討

4 8 家庭科教育研究のために（その二） 日本教職員組合婦人部 討

5 11
家庭科研究をすゝめるために（その三）―実証的研究のための問
題提起―

日本教職員組合 討

6

1960

1 家庭科教育の教授過程―家庭科研究会二年度の継続研究― 日本教職員組合教文部・婦人部 討

7 7 改定　高校家庭科の批判―中央家庭科研究会の研究をもとに―
日本教職員組合教文部・婦人部・
高校部

討

8 8 全国家庭科教育研究者集会―討議資料―
中央教育課程研究会家庭科部会／
日教組教文部・婦人部・高校部

討

9 9
家庭科研究推進上の課題―全国家庭科研究者集会の総括を中心に
―（婦人部情報　No.13）

日教組 総

10

1961

1 全国教育研究集会資料　家庭科研究課題に対する一考察
日本教職員組合中央教育課程研究
委員会家庭科部会

討

11 8
家庭科研究課題に対する一考察　第二回全国教育研究集会討議資
料

日本教職員組合中央教育課程研究
委員会家庭科部会

討

12 9 第二回全国家庭科研究者集会　討議内容の総括（婦人部報No.5） 日教組 総

13 9 家庭科部会（中央教育課程研究委員会資料　No.3） 日本教職員組合 総

14 10 家庭科（中央教育課程研究委員会資料　No.4） 日本教職員組合 討

15

1962

1

日教組第十一次・日高教第八次合同教研全国集会家庭科分科会参
考資料
―家庭科教育研究をすゝめるために―家庭科の変遷と，自主編成
のための諸構想

中央教育課程研究委員会家庭科部
会

討

16 8 第７分科会（家庭）（日教組夏期教科研究集会　討議資料） 日本教職員組合 討

17 9 家庭科分科会（第二回夏期教科研究集会集録） 日本教職員組合 総

18 9 夏期家庭科研究集会総括（婦人部報　No.4） 日教組 総

19

1963

1 家庭科研究をすすめるために
日本教職員組合中央教育課程研究
委員会家庭科部会

討

20 1 補稿　家庭科研究をすすめるために—高知提案に学ぶ— 中教研家庭科部会　和田典子 討

21 8 第九分科会　家庭科教育（第三回夏期教科研究集会討議資料） 日本教職員組合 討

22 ９ 家庭科教育（第三回夏期教科研究集会集録） 日本教職員組合 総

23 11 家庭科教科研究会の家庭科部会報告とまとめ（婦人部報　No.14） 日教組 総

24 12
家庭科研究の原則的視点（案）（日教組第13次日高教第10次　合
同教育全国集会報告書　中央教育課程研究委員会資料　No.9）

日本教職員組合 討

25

1964

1
日教組第13次日高教第10次　合同全国教研報告書　中央教育課
程研究委員会家庭科部会

日本教職員組合 討

26 5 資料　家庭科研究を進めるために 日本教職員組合 討

27 7
９．家庭科教育“生活近代化”のゆくえと集団化の教育―近代的
家庭づくりを直視しよう―（第四回夏期教科研究集会討議資料）

日本教職員組合 討

28 9 家庭科教育分科会（第四回夏期教科研究集会集録） 日本教職員組合 総

29

1965

1
第14次教研集会討議資料（No. 1）　家庭科分科会　家庭科教育の
原則的視点

日本教職員組合教文部・婦人部
（教研問題別研究委員会）

討

30 不᣿
日教組第14次日高教第11次　教育研究全国集会報告書　中央教
育課程研究委員会　家庭科部会

日本教職員組合 討

31 7 第９分科会　家庭科教育（第五回夏季教科研究集会　討議資料） 日本教職員組合教文部 討

32
1966

1
日教組第15次日高教第12次　教育研究全国集会報告書　中央教
育課程研究委員会家庭科部会

日本教職員組合 討

33 不᣿ 日教組第６回夏季教科研究全国集会　報告書　家庭科 不᣿ 総
１資料冊子の一部に収録されたものや記事として掲載されたものには，表題に続けて掲載資料・媒体名をゴシック体で括弧内に記した。
２省略や補完をせず，原資料に記載のまま記した。
３教研集会の討議資料として用いられたと思われるものは「討」，集会の記録や総括にあたるものは「総」とした。
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面する過程を実証するものであるが，教研集会の

参会者を概ね「日教組の家庭科教師たち」と一括

して論じ，高知県の教師たちの行動に触れてはい

るが，日教組内部でも賛否の渦巻いていた「中央

試案」をめぐる議論の複雑性・重層性を捨象して

いる。このように，中教研家庭科部会の「理論」

構築前後における変容の検証において，外崎らと

その主張は閑却されており，1960年代の日教組

における家庭科教育研究の変遷とその意味が十分

に᣿らかにされているとは言い難い。

かかる現状に鑑み，本研究では，中教研家庭科

部会により提出された「中央試案」が委員自らの

手によって「捨てられ」（田結庄，1996，p.186）
るに至った過程における外崎と高知県の教師たち

のもたらした影響を᣿らかにし，そのうえで，中

教研家庭科部会の方針の転換の意味を再検討する

ことを課題とする。

２．研究方法

外崎が家庭科教育の研究に携わる1959年注３）か

ら，中教研家庭科部会が解散する1966年までの

文献のうち，以下のものを収集した。

第一に，一般財団法人日本教育会館附設教育図

書館および高知市立自由民権記念館「外崎光広文

庫」に収蔵された，表１に掲げる日教組発行の未

公刊の討議資料，全国教研や夏季教研の集録，そ

して「婦人部報」掲載の記事である。第二に，表

２に示す，1960年注４）から1966年における外崎自

身の著書と雑誌記事である。

前者は中教研家庭科部会の活動の経過と教研集

会の議論の動向を把握するために，また後者は外

崎と高知県教組による家庭科教育研究の足跡を辿

るために収集し，主たる分析の対象とした。

これらの資料に加え，日教組全国教研の公式の

記録である「日本の教育」と機関誌「教育評論」，

機関紙「日教組教育新聞」の記事を参照した。教

研集会の集録や「日本の教育」における論攷のな

かには，全体の総括とは言い難い執筆者の個人的

意見も含まれるため，信頼性には注意を払い，可

能な限り複数の資料を照合することで議論の全体

像の把握に努めた。

３．結果と考察

（1）日教組・中教研家庭科部会と「中央試案」

１）　定例家庭科研究会の発足と研究経過

中教研家庭科部会の前身である定例家庭科研究

会 は，1958年 ３ 月 に 発 足 し た（ 福 原，1990，

p.106）。当時の日教組全国教研における討議の

内容は，施設・設備の不足への対処法など，現状

の授業を実施する上での不満とその解決策の談話

に終始して教科理論の考察が不十分であったとさ

れており，さらに「日教組教研における文部省教

研の橋頭堡」（古川，1959，p.203）と揶揄される

ように「文部省家庭科と現場で対決できるような

家庭科理論」（日本教職員組合編，1966，p.215）
が確立されていないという問題があった。定例家

庭科研究会にはこれを克服し，文部省・学習指導

要領へ対抗する理論を構築すること，つまり「家

庭科の学問体系の追及（ママ）」（日本教職員組合

教文部・婦人部，1959）が求められていた。

メンバーは，日教組の教研活動を支持する研究

者，および関東近県の学校教師からなり，このな

かには中教研家庭科部会で中心的な役割を果たす

こととなる東京都立高等学校教諭・和田典子や，

岩手県の教師らとともに家庭科の研究を推進する

ことになる村田泰彦も含まれている。

表２　外崎光広による家庭科教育関連著作一覧（1960 ～ 1966年）

No. 年 月 表題（書籍は太字で示した） 掲載媒体・巻号 発行者 種別

1

1960

2 家庭科の改訂と家族主義イデオロギー 『つどい』第５号 高知県家庭クラブ連盟 記事

2 7 家族制度イデオロギーと家庭科の自主編成 『るねさんす』第148号 高知県教職員組合 記事

3 12 学習指導要領と家族制度思想 『るねさんす』第153号 高知県教職員組合 記事

4
1962

9 岩手県教組家庭科の先生への手紙 『るねさんす』第174号 高知県教職員組合 記事

5 10 家庭科教育の理論 −― 高知市立市民図書館 単著

6 1966 8 創刊によせて 『家庭科研究』創刊号 家庭科教育研究者連盟 記事
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定例家庭科研究会は，２年間にわたり定期的に

会合を開き，系統性の追求とその為の教材研究を

精力的に行い，その後1960年４月の中教研の発

足とともに新たに設置された中教研家庭科部会へ

と組織替えされることとなった。

2）　中教研家庭科部会による「中央試案」の提起

中教研家庭科部会は，定例家庭科研究会の研究

成果を引き継ぎ，「権力側」である文部省の教育

政策を良妻賢母主義・家族制度の復活を目論むも

のとして非難し，家庭科には「学問体系がないだ

けでなく，教育体系さえ確立されるには至っては

いない」（中央教育課程研究委員会，1962，p.5）
という問題意識のもとに，「家庭科を一般普通教

科としてくみ立てようとするところから出発」（日

教組，1961，p.3）し，教育内容を「関係諸科学

の発展にともなって近代化」（中央教育課程研究

委員会家庭科部会，1962，p.5）することを教育

課程の自主編成の中核に据えた。

このような方針のもと研究が進められ，1961

年１月の10次全国教研では，教育内容の系列化

の試案として「中央試案」が発表された。この「中

央試案」には，理論だけでなく領域・学年段階ご

との具体的な「教育内容表」（表３）も添付され，

日教組の機関誌である『教育評論』誌上（日教組

教育課程研究委員会家庭科部会，1961）にも掲

載されたことにより各地の家庭科教師に広く知ら

れるところとなった。

さて，「中央試案」は主に村田忠三，西尾幸子，

丸岡玲子，そして和田典子により構築されたとさ

れる（朴木，1993，p.98）が，ここでは試案の

提起に至る議論の経過と，それがどのように結実

したのかをみよう。

中教研家庭科部会はまず，家庭科教育の目標を

「人間の労働力―肉体的・精神的―を再生産する，

さらに一そう高度な労働力を発達させる」とし，

具体的な教育内容の編成に着手した。この目標を

達成するとともに家庭生活の現状の追認から脱却

し「さまざまな矛盾の構造にまでせま」るため，

認識の発展の系列を「労働力の形成」「労働力の

形成とその再生産のしくみ」「生産労働の発達と

人間の全面発達」（日本教職員組合中央教育課程

研究委員会家庭科部会，1961，pp.7-10）の３段

階とする仮説を設定した。

それぞれの段階の内容は，それまでの定例家庭

科研究会および中教研家庭科部会の教材研究に加

え，様々な社会科学の理論を参考にして構成され

た。

「労働力の形成」については，「生産労働に従事

するためには，十分な労働力がなければならな

い」として「からだ」を調節して労働力の重要性

を教えることを述べている。目標と「労働力の形

成」は，中屋他（2014）に従うと，社会政策学

についての大河内一男による，消費生活は「勞働

能力とそのエネルギー」を「一層高い水準のもの

に培養して行く機能」と「次代の勞働者」を育成

する機能を担っているとする文章から影響を受け

たとされる。また「労働力の形成とその再生産の

しくみ」において，「現在の家庭内における家事

労働の担当者である主婦の労働」の様相を把握さ

せ，「労働力を形成するための再生産のしくみを

変革」するような能力をつけさせるとしている点

は，田結庄（1996）および増田（2014）により，

主婦論争と社会主義女性解放論の影響を受けたも

のであることが指摘されている。

「生産労働の発達と人間の全面発達」では，「資

本主義の矛盾を変革するための学力をつける」と

あるように，中教研で再三議論された，家庭科に

おいても社会科学的内容を扱い，矛盾に立ち向か

うための学力をつけるべきだとする考えが表れて

いる。

教育内容（領域）に目を向けると，衣・食・住

を軸とすることも検討されたが，領域相互の関係

性や発達に応じた教材の配列も᣿確にならないほ

か，衣・食・住に関係する家事を中心にすること

は，「家事労働の社会化」を志向しない現状肯定

的なもので，変革の障害と映ったことにより棄却

されている。

このようにして構築された「中央試案」の中核

が「労働力再生産論」と呼ばれる理論的部分であ
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る。この理論は以下のようなカリキュラムの編成

原理であると捉えることができる。すなわち，「人

間の労働力―肉体的・精神的―を再生産する，さ

らに一そう高度な労働力を発達させる」（日本教

職員組合中央教育課程研究委員会家庭科部会，

1961，p.5）ことを目標とし，カリキュラム・ス

コープを労働力の形成のための３領域―すなわち

「労働と食物」「労働と被服」「労働と環境」―と定

め，さらにカリキュラム・シークエンスを前述の

とおり仮説的な「認識の発展の系列」に従い「労

働力の形成」「労働力の形成とその再生産のしく

み」「生産労働の発達と人間の全面発達」と設定

したものと理解することができるのである。

3）　「中央試案」に対する反応

長期的な研究の成果として発表された「中央試

案」であったが，1961年１月の10次全国教研で

の反応は，岩手県や東京都などではこの「理論」

に立脚した実践と検証を推進する動向があったも

のの，戸惑いと不信の渦巻く極めて低調なもので

あった。中教研家庭科部会のメンバーである村田

忠三の言によると，

「第一〇次において，組織活動の不十分さや手

おちはあったにしても，ほかならぬ日教組の，

中央教育課程研究委員会家庭科部会の三ヵ年余

におよぶ研究の成果として提案された，家庭科

教育の内容系列及びその理論的根拠が，ひどい

異和感（ママ）をもって多数の参加者にうけと

られ，あるいは，反撥・ふんまんによってむく

いられたのは，提案内容のいかんによる以前に

痛烈な課題を与えたものだと思います。」（村田，

1960）

とあるように，参会者を含む全国の教師に日々の

実践と乖離している違和感に留まらない強い不信

と疑念をもたらし，「部会の研究路線が，教研の
0 0 0

ひろがりと家庭科教師の統
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

一」という観点から「壁

に当面せざるを得なく」（和田典子，1963c，p.56，
傍点原著）なるという状況に陥った。このような

状況にあって，「中央試案」に疑問をもった高知

県の家庭科教師たちを率いて，国民の生活に寄り

添う立場から「中央試案」を批判し，新たな家庭

科教育の構想に影響を与えたのが外崎光広であっ

た。

（2）「中央試案」に対する外崎と高知県の教師 

たちの反論

１）　外崎光広とその主張

外崎光広は，1920（大正９）年，青森県西津軽

郡森田村で農機具製作業を営む父久吉の三男とし

て生まれた。同志社大学経済学部を卒業後兵役に

就き，復員後の1949年，民法の研究を志して同

志社大学法学部に編入，さらに同大大学院に進学

表３　「中央試案」における教育内容表

　認識の発展の系列

　
学
年
別
配
列
線

目標
労働力の形成 労働力の形成と

その再生産のし
くみ

生産労働の発達
と人間の全面発
達働く力をつくる 働くからだをつくる 働くからだの調節

教
育
内
容

労働と
食物

労働とでん
ぷん食
でんぷんの
糊化

労働と脂肪
食
油による食
品の熱処理
と栄養

労働とたん
ぱく食
たんぱく質
の ぎ ょ う
こ・消化

労働と無機
質（カルシ
ウム）
カルシウム
の存在とそ
の働き

調節とビタ
ミン
脂溶性ビタ
ミン（VA）

代謝とビタ
ミン
水溶性ビタ
ミン（VB1）

調理食品の商品
化と主婦労働
VCの生食をめ
ぐって

生産労働と食生
活
調理の社会化

労働と
被服

衣服をおおう働き
布と布のぬいあわせ

からだをおおうための衣
服の構造
平面の立体化

労働と衣服
の構造
下衣の構造

上衣の構造 既製服（商品）
と主婦労働

（上衣をめぐっ
て）

生産労働と衣生
活
被服製作の社会
化

労働と
環境

労働とよごれ
からだと衣服のよごれの
処理

すまいのよごれ 労働とすまいの気候
温度・湿度の調節
空気の汚染の処理

生産労働と環境
労働立法・社会
保障

←　　　　小５　　　　→ ←　　　　小６　　　　→ ←　　　　中１　　　　→ ←　中２　→ ←　中３　→

（日本教職員組合中央教育課程研究委員会家庭科部会（1961）をもとに作成）
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し修士号を取得した。高知短期大学に赴任後は専

門とする近代日本の家族制度，自由民権運動の研

究に携わる傍ら，家庭科教育の研究活動にも参画

した。家庭科に関心を寄せる契機となったのは，

「高知県母親大会」および「高知県母と女教師の

会」であり，この催しで高知県教組婦人部の教職

員と接点を持った外崎は，文部省および日教組の

家庭科教育研究の動向について調査を始めた。

1959年８月には高知県教組の主催する「家庭科

学習会」において講師を務め，その後も高知県教

研や全国教研で講師を務めるなど長きにわたり高

知県のみならず全国の教育研究運動を支援した。

外崎が家庭科教育研究に携わるのは1959年以

降のことであるが，「中央試案」が提出される

1961年１月以前は，中教研家庭科部会や教研集

会の講師らの主張する文部省の教育政策の意図 
―文部省は戦前の家族制度の復活を狙っている，

というのがその趣旨である―に対する反論を発表

するなどしていた。「中央試案」が発表されて以降，

外崎は「国民のための」家庭科教育の実現を目指

し，中教研家庭科部会の掲げる「理論」とそれに

依拠する実践の問題点を指摘する。

ここでは外崎による「中央試案」に対する問題

提起を概観する注５）。外崎はまず，「教育課程の自

主編成」を「教師が教育の中に仕組まれている支

配階級の意図をあばき出し，これを国民のための

教育に組み替えていく教育実践」（外崎，1962b，

p.171）であると規定する。そのうえで，自主編

成の運動のために，第一に文部省の意図する政策

を正確に分析し把握することの必要性を説いた。

学習指導要領を分析することで，文部省の企図す

る家庭科教育の本質が一貫して資本主義に奉仕す

る人間の育成であることを᣿るみにし，この「資

本主義に奉仕する人間の育成」という点において

は，「生産労働に従事するための労働力の十分な

発展」を家庭科の目標とする「中央試案」も同じ

穴の狢であり，到底認容できないと結論づけるの

である。

外崎はいっぽうで，家庭科では現実の家庭生活

に即し，家事処理の技術・技能を中心目標とすべ

きだとする。家庭科の教育内容については言及を

控えるものの，家庭科教育において現実の家庭生

活を重視するべきだという考えを，「中央試案」

における理論をもとに授業実践を進める岩手県の

家庭科教師への書簡（外崎，1962a）のなかで平

易な言葉で述べている。

「日本人の殆んどが（中略）家庭生活を営んで

いるのです。しかも，その家庭では食事をし衣

服を着かえ布とんにくるまって畳の上でねむっ

ているではありませんか。（中略）国民の殆ん

どの人たちは現実に家庭生活を営み，現実に調

理をしているではありませんか。」

このような外崎の主張は，勤評闘争の経験によ

り培われていた高知県の教師の権力に批判的な姿

勢も相まって，高知県教組婦人部の組織の一つで

あった「家庭科研究会」や，婦人部により1959

年度から毎年８月上旬に開催された，高知県全域

から教師が集う勉強会である「家庭科学習会」を

通じて広まり，なかでも高知県高等学校家庭科研

究会が提案したカリキュラム注６）には，家事処理

の技術とともに社会科学的な内容も含むなど，外

崎の論の影響が見受けられる。

家事処理を中心とした技能主義に傾くのでもな

く，系統性・科学性を頑なに追い求めるのでもな

く，現実に即して「社会の矛盾」から「家庭を守

ること」を「家庭科の課題」と述べる外崎に導か

れ，高知県の家庭科教師たちは中教研家庭科部会

の姿勢と「中央試案」への批判を表᣿することと

なる。

2）　高知県教組家庭科研究会と岩手県および 

東京都の代表の論争

日教組の教研運動における家庭科研究の方向性

に影響を与えるところとなる，「中央試案」をめ

ぐる論争が行われたのが，1962年8月21日，22日

両日に開催された第２回夏季教科研究集会の家庭

科分科会であった。この夏季教研には，高知県教

組から深田輝猪，山本美恵子，西川益美，片岡啓

子，そして外崎が出席している（県家庭科研究会，

1962）。分科会は，岩手県代表と東京都代表によ
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る「中央試案」の検証の報告の間に，開催当日に

急遽申し入れられた高知県（教組家庭科研究会）

の提案を挟む形で進行した（日本教職員組合編，

1962；岡村，1962）。

初日はまず，岩手県の「労働と食物」領域の「ご

はんつくり」を「仕事を科学的におさえる」，「栄

養学的理解，労働力の形成」，そして「家事労働

への取り組み」という柱を立てて実践した結果，

家事労働とその矛盾に関して小学校における授業

で扱う困難さも᣿らかになったという報告がなさ

れた。この岩手提案に引き続き，高知県代表が，

県教組の家庭科学習会での討議内容を含む『家庭

科についての私たちのとりくみ』というレポート

をもとに発言をした。このレポートで高知県教組

家庭科研究会は，外崎の主張と同様に，現行の学

習指導要領のような実質的に資本主義に奉仕する

家庭を維持することを目的とした家庭科を批判し，

国民の為の自主編成を推進すべきだと主張したう

えで，「Ⅱ 私たちの自主編成としての家庭科」と

題して以下の５つの要点を挙げた。

「１．文部省の意図を正しくとらえるための指

導要領，教科書研究

２．家庭科担任教師による地域や家庭の実態調

査・地域の家庭生活がどんな状態にあるのかの

把握が（中略）家庭科の自主編成にとっての第

一歩だと考える。

３．（中略）「家庭科研究課題に対する一考察」が，

「家庭科は家事労働の技能習得を目的にするの

ではなく」といっていることには疑問があるし，

賛成できない。家事処理の能力の習得は家庭科

教育の中心目標に据えられなければならない。

４．家庭科は家事を処理する能力の習得を中心

に据えなければならないが，家事を処理する能

力の習得だけに終わってはならない。（中略）

家庭についての科学的認識が᣿らかにされなけ

ればならない。

５．（中略）家庭の中にもちこまれている資本

主義の矛盾を᣿らかにし，戦後民主的と呼ばれ

る家庭が資本主義社会にどう奉仕しているかを

᣿らかにし，その上に立ってのよりよい家庭の

姿を見とおさせることが，家事処理の能力の習

得とならべて家庭科の目標の中にすえなければ

ならない。」（県家庭科研究会，1962）

加えて，自主編成を達成する為の「条件」とし

て，勤評闘争での「権力」に対する敗北を踏まえ，

組合や地域の父母との団結も訴えた。

この時点では，中教研家庭科部会や岩手県と高

知県との溝は，家事労働の為の技能の習得を極力

排して資本主義の矛盾を認識させるとする立場と，

家事労働の技能を習得したうえで，資本主義の矛

盾を扱うことも必要とする立場という相違にその

原因があると捉えられていた。討議のなかでは，

高知の提案を批判する立場から，「たとえ家庭科

が近代主義の克服を志向したとしても，教科とし

て存在することには無理があ」り，「たとえ矛盾

がわかつ（ママ）たとしても子どもに矛盾の解決

がどのような手だてでできるのか」（日本教職員

組合編，1962，p.109）との意見も出された。

２日目には「すまい学習について」と題する東

京都の実践報告の後，再び討議の時間が持たれた。

東京都の報告は，「労働と環境」領域にあたる「そ

うじ」に関して，科学的な考察により「なぜそう

じをしなければならないかをわからせ」（日本教

職員組合編，1962，p.110）ることを意図した実

践であったが，教科としての理論的根拠が薄弱で

あることによる「家庭科教師自身の論理的ᤀ迷」

（日本教職員組合編，1962，p.110）を解決する

には至らなかった。最終の討議では，「家庭科が

教科として（科学として）成立するかは疑わしく

なつ（ママ）てきている。今後は，教科の枠をの

りこえ，子どもらの生活全体を土台として教育の

題材を発見してゆくよう努めるべきだ」「地域と

の共斗をくむためにも生活問題にとりくむことが

必要である」（日本教職員組合編，1962，pp.111-
112）などの意見もみられた。しかし，結局合意

の形成をみずに閉会となった。

（3）中教研家庭科部会における教科論の変容

中教研家庭科部会は外崎の主張を既に把握して

はいた注７）ものの，第２回夏季教研での外崎らの
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痛烈な批判により衝撃を受けた。このことは，後

に和田典子が「かなりこたえた」と回想した（朴

木，1993，p.103）ことからも窺える。

この批判によりそれまでの研究の再検討を迫ら

れることになった中教研家庭科部会は，二つの示

唆を得ることになる。一つは，「権力支配の意図

を正しく分析し，解釈することを怠っては，国民

のための真の自主編成を進めることはできない。

そのための方法として，高知のいう『指導要領批

判』と『地域の実態調査』は，まことに適切な題

材であろう」（和田，1963a，p.4）と述べるように，

指導要領の分析の必要性である。これは高知県代

表の，「中央試案」は文部省の政策と同じく良質

な労働力を求める資本の要求を満たすことに他な

らないという批判と，「進歩的と評価されがちな

小学校家庭科の男女共学にも独占資本の人的資源

開発の意図がかくされている」という指摘が「大

きなショック」（和田，1963a，p.4）を与えたこ

とにもよるものであろう。

そして「高知構想のいう『衣食住を中心とする

家事処理の技能，技術をきちんとつける』という

意図は，『現実に家事処理が要求されている国民

生活の現状とそこから生れる国民要求にこたえ

る』ことにある」（和田典子，1963a，p.5）の部

分が示す，国民の生活の現実を直視して実践を進

めることの重要性である。「中央試案」が提出さ

れる以前にも，定例家庭科研究会のなかには，

「生産労働と労働の再生産のアンバランスの自

覚が，生活のなかから生れてこないというわけ

ですね。こゝを教えようとすれば，生活経験か

らは無理で抽象的にならざるを得ない，という

ことになるのかな」（日本教職員組合編，1959，

p.9）
と生活の実態から授業を構成するという視点の乏

しさを指摘し方針に疑問を持つ者もいたが，意見

が「中央試案」に反映されることはなかった。

さて，このような高知県代表からの提案の影響

を受け，中教研家庭科部会は，「もし家庭科が自

然科学部門の諸教科のように，自然科学の科学体

系を一つの柱としてなりたつものであるならば，

家庭科の中で，科学と教育を統一させる内容系列

化の努力」では家庭科を「国民要求にそったもの」

とするのは難しいと主張するに至る（和田，

1963b，p.53）注８）。系統性・科学性のみに依拠し

たカリキュラムの構想の困難さ，限界がここに認

識されるのである。1963年１月の12次全国教研

では，上述の認識を踏まえて今後の課題を議論す

るなかで，「理科における科学的真理と筋道が，

実際生活の中でどう貫かれるのか，という，自然

科学と実生活の結びつきを子どもが理解する接

点」すなわち「科学と生活の接点」（和田1963b，

p.53）を追求し，それにより家庭科の独自性を

᣿らかにすることが研究の方針として提案された。

引き続いて13次全国教研（1964年１月）では，

新たな教研活動の方針案が「家庭科研究の原則的

視点（案）」として発表される（日本教職員組合編，

1963）。この文書のなかで中教研家庭科部会は，

「家庭科は独自の体系を持ちえない」ことを認め，

「子ども自身の生活を出発点」（日本教職員組合編，

1963，pp.77-78）としなければならないと宣言

している。

さて，中教研家庭科部会は1966年に発展的解

消をし，新たに発足した家庭科教育研究者連盟（以

下，家教連）にその研究が引き継がれる（家庭科

教育研究者連盟編，1988）。家教連の綱領（家庭

科教育研究者連盟，1967）には，「国民生活の現

実に立脚し，その矛盾を克服するための理論をう

ち立て，実践の方向を᣿らかにすることを目ざ」

すことが謳われているが，ここにも，1960年代

の「中央試案」の提案とその後の議論を経て得ら

れた中教研家庭科部会の研究の成果を見てとるこ

とができるのである。

４．結　語

1960年代の日教組全国教研・夏季教研の家庭

科分科会における議論の過程に外崎らの主張に着

目しつつ迫ったとき，外崎と高知県の教師たちの

行った批判が，家事技能の習得を重視するか否か

といった論点を超え，家庭科という教科の本質論

として中教研家庭科部会に受け止められ自己批判
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注
注１）夏季教科研究集会の表記については，「夏季」と「夏期」

が資料により混在している。本稿では，集会名の表記は

当時の日教組教育新聞（例えば，1962年９月７日付・

４面「自主編成にどうとりくむか 日教組夏季教科研究

集会から」など）に従い「夏季」を用いた。但し，資料

の表題については原文ママとした。

注２）なお，外崎らに関する基礎的な情報については，朴

木（1993，pp.102-103）に記載されている。

注３）外崎が収集した日教組の家庭科教育関係資料は

1959年以降のものであり，それらは高知市立自由民権

記念館「外崎光広文庫」に収蔵されている。

注４）外崎による家庭科教育関係の著作はすべて1960年

以降に発表されている。

注５）以下，外崎の「中央試案」に対する所論，及び引用

部分の典拠は，外崎（1962b）である。

注６）「外崎光広文庫」に収蔵の資料「高等学校家庭科研

究会討議資料 敎育課程改定の問題と自主編成まで」（資

料番号：外Ｉ2-3-9）に掲載されている。

注７）提案者の名は伏せられているが，11次全国教研に

おける参考資料には，外崎の論が「資本主義の矛盾を背

負わされている家庭を改造しようとする構想」（中央教

育課程研究委員会家庭科部会，1962，pp.39-41）とし

て紹介されている。

注８）日教組婦人部・中央教育課程研究委員会家庭科部会

（1962）には，ほぼ同趣旨の内容が書かれている。「外

崎光広文庫」に収蔵されたこの資料に，外崎は「生活と

科学の両立が可能」とのメモを残しているが，このこと

は，外崎が系統性に偏重する教科論を否定し，子どもの

生活を重視していたことの証左と言えるだろう。
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Abstract

The Home Economics Working Group in the Central Curriculum Study Committee (Chukyoken), 

which played a key role in the 1960s’ educational research in the Japan Teachers’ Union (Nikkyoso), 

proposed a curriculum plan for Home Economics in January 1961. The Home Economics Working 

Group was highly motivated to oppose the government and to demonstrate an entirely new curriculum 

based on the ruling idea in Nikkyoso that curricula should be systematic and scientific-based. However, 

the plan brought a fierce backlash, and afterwards, the Working Group was forced to withdraw the plan 

and change the basis of thieir theory after August 1962. Around the same time, Sotozaki Mitsuhiro, 

who was an assistant professor at Kochi Junior College, and Home Economics teachers belonging to 

the Kochi Teachers’ Union criticized the Working Group’s plan, but earlier studies do not have much 

information on Sotozaki and the teachers’ criticism. Focusing on Sotozaki’s assertion, this article reveals 

the following: 1. Sotozaki and his followers claimed that curricula should put importance on not just 

academic information but also relevance to children’s actual life. 2. Sotozaki and his followers’ criticism 

caused the withdrawal of the Working Group’s plan, and lead to changes in the Working Group’s thought 

to the one that prioritizes both children’s life and science, and in addition, the transformation affected 

the subsequent studies on Home Economics education in Nikkyoso and private educational research 

organizations.

Key words; Sotozaki Mitsuhiro, the Kochi Teachers’ Union, the Japan Teachers’ Union, 

Nikkyoso, History of Home Economics Education

Transformation of Home Economics Education Theories

 of the Japan Teachers’ Union in the 1960s: 

With a Focus on Mitsuhiro Sotozaki’s Criticism


